
北海道告示第10355号

令和２年北海道告示第10606号（令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等）の一部を次のとおり改正する。

令和３年３月８日

北海道知事 鈴木 直道

３を次のように改める。

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

３ 北海道特定不妊治療費 体外受精又は顕 １ 体外受精又は顕微授精の実施に 定額 保福第220号様式 提出部数 １部 総合振興局長 実績報告は

助成事業助成金 微授精以外の治療 要した経費（１回の治療につき30 別に指示する様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長 要しない。

体外受精又は顕微授精 法では妊娠の見込 万円（凍結胚移植（採卵を伴わな る日

以外の治療法では妊娠の みがないか又は極 いもの）及び採卵したが卵が得ら 提 出 先 総合振興局

見込みがないか又は極め めて少ないと医師 れない等のため中止したものにつ 又は振興局

て少ないと医師に診断さ に診断され、実際 いては10万円)まで助成する。 の保健環境

れ、実際に治療を受けた に治療を受けた治 助成回数は、１子毎に初めて助 部保健福祉

治療期間の初日における 療期間の初日にお 成を受けた際の治療期間の初日に 室又は地域

妻の年齢が43歳未満であ ける妻の年齢が43 おける妻の年齢が40歳未満である 保健室

る夫婦の経済的負担の軽 歳未満である夫婦 ときは通算６回（40歳以上である

減を図るため、予算の範 （札幌市、旭川市 ときは通算３回）までとする。

囲内で交付する。 及び函館市に住所 ２ 特定不妊治療のうち精子を精巣

を有する者を除 又は精巣上体から採取するための

く。） 手術を行った場合は、１のほか、

1回の治療につき30万円まで助成

する。（凍結胚移植（採卵を伴わ

ないもの）を除く。）


